
令和 6年 7月 1日( 月 )から令和 6年 9月30日( 月 )まで
（但し公募枠の40億円に達し次第、申込みの受付を締め切ります。公募枠を超える応募が
　あった場合は全ト協への先着順とします。）

（公社）福岡県トラック協会(以下「福ト協」という。)の会員で貨物自動車運送事業法の許可
を受けた貨物自動車運送事業者、その共同体およびその特殊会社（傘下の貨物自動車運送事業
者に係る資金調達を行う者に限ります。）
(注1)貨物利用運送事業者は対象外

所定の申込書により、県ト協への申込書類到着期限までに、（公社）福岡県トラック協会
経理課宛へ持参もしくは郵送にて申込んで下さい。
(申込必要書類は「福ト協」のホームページからダウンロードしてご利用下さい。)

　〒812-0013　福岡市博多区博多駅東1-18-8
     （公社）福岡県トラック協会　経理課
　TEL：092-451-7844　FAX：092-472-6439

(1) ポスト新長期規制適合車又は平成28年排出ガス規制適合車で、平成27年度燃費基準を
　　達成した車両の導入に必要な設備資金。
(2) 自家用燃料供給施設整備に必要な設備資金
※本制度は、地方ト協のポスト新長期・一般融資枠を優先した後のその補完的な位置づけ
　としていることにご留意ください。

(1) 融資限度　　個別企業体・共同体とも2千万円
　　　　　　　　　　　(「地方ト協」の限度額とは別枠とします。)
(2) 融資利率　　取扱金融機関の所定利率（最優遇利率適用）によります。
(3) 償還期間　　・車両 5年以内　・自家用燃料供給施設 8年以内
(4) 据置期間　　6ヶ月以内。
(5) 担保・保証人　取扱金融機関の定めるところによります。

●利子補給率 個別企業体・共同体とも　年0.5％

●県ト協への申込書類
　到着期限

●融資推薦適否
　決定通知予定日

○推薦申込みにあたっては、次の様式を使用し、見積書等を添付して下さい。

(1) 融資推薦申込書 (様式1号)
(2) 企業要項 (様式2号の1)
(3) 事業計画書 (様式3号の1又は様式3号の2）
(4) 承諾書 (様式4号）
(5) 見積書(車両の場合)
(6) 工事請負契約書又は注文書・注文請書の写し（案文・見積書でも可）
(7) 所在地案内図
 ※(6) (7) は自家用燃料供給施設の申込みの場合

(1)融資推薦の決定通知を受けた場合は、「中央近代化基金融資推薦適否通知書」の写しを
　 添えて商工中金等へ借入申込を行ってください。
(2)決算関係書類等審査に必要な書類については、別途商工中金等からの依頼により、提出
　 してください。

令和 ７年 3月末日

商工中金 福岡支店・北九州支店・久留米支店並びに商工中金の代理店である信用組合の本・支店●取扱金融機関

●推薦通知書の有効期限

●申込必要書類

●商工中金宛借入申込

第４８回（令和６年度）

中央近代化基金「燃料費対策特別融資」推薦申込　公募要綱

40 億円●公募枠

1回目：令和 6年 7月19日(金)  2回目：令和 6年 8月20日(火)  3回目：令和 6年 ９月24日(火)

1回目：令和 6年 8月16日(金)  2回目：令和 6年 9月13日(火)  3回目：令和 6年10月18日(火)

●公募期間

●融資推薦対象者

●申し込み先・申込方法

●融資対象資金

●融資条件



(1)設備完成(購入)後、速やかに設備完成報告書(様式18号)を提出してください。
(2)設備完成報告がない場合は、利子補給を行えません。
(3)報告時の添付書類（すべて写しで可）
　①車両
　　・車検証（所有権移転完了のもの）
　②自家用燃料供給施設
　　・工事請負契約書または注文書・注文請書
　　・危険物取扱所設置（変更）許可証及び完成検査済証
　　・危険物取扱所全体概要図・平面図・立面図・周辺地図
　③車両・自家用燃料供給施設　共通
　　・投資額全額の領収証
　　・つなぎ融資がある場合、その確認書類（融資計算書及び返済計算書）

・ 推薦決定通知書は、融資の決定ではありません。

・ 事業者が所属している組合を通じて借入をする｢転貸方式｣の利用ができます。

・ 推薦決定後、計画の変更(投資額の変更、延期、中止等)が生じた場合は所定の手続きが
　 必要となるので、福岡県トラック協会宛に申し出て下さい。

・ この要綱に定めのない事項は「全ト協」の近代化基金運営要領及び中央近代化基金運営
　 事務取扱細則の定めるところによります。

融資に関するお問い合わせ先
（公社）福岡県トラック協会　経理課　担当：松尾（Eメール：matsuo@hearty.or.jp）
　TEL：092-451-7844　FAX：092-472-6439

●その他

●設備完成報告書等

●申込者の留意事項


